
 《補正予算額》

一般会計

　　　　　　（債務負担行為）

流域下水道事業会計

　　　計

　　　　　　（債務負担行為）

 《主な内容》

命を守る県づくり
 台風第19号災害への対応
 ・
 ・
 ・
 ・

 防災・減災対策等の推進
 ・

 ・

将来世代を応援する県づくり
・

時代の変化に即応した産業政策
・
・

２月補正予算額　　

(52億4500万円)

1500万円 

(49億2000万円)

うち台風第19号災害対応

187億6080万6千円 

(49億2000万円)

－　

399億4247万円 

(52億4500万円)

399億2752万円 

187億6080万6千円 

令和元年度２⽉補正予算案（国補正対応分）のポイント

令和２年（2020年）２月６日

総務部財政課企画係

（課長）矢後雅司 （担当）滝沢倫弘

電話:026-235-7039（直通）

026-232-0111(代表） 内線2053

FAX:026-235-7475

E-mail zaisei@pref.nagano.lg.jp

資料２－１

台風第19号災害からの復旧・復興の加速化や防災・減災対策、教育の
ICT化、産業の競争⼒強化などに必要な補正予算を令和２年度当初予算と
一体で編成

※

河川・道路の改良復旧や⾼齢者施設等社会福祉施設の復旧⽀援

被災児童生徒の学用品購入や私⽴学校に通う被災児童生徒の授業料減免等⽀援

三次元デジタル生産技術を活用したものづくり産業の研究開発⽀援拠点整備

農地・農業用施設、農業用機械の復旧など事業継続・再開のための取組⽀援

医療・社会福祉施設等への非常用⾃家発電設備等の整備⽀援

河川改修や砂防施設の設置などの水害・土砂災害対策や無電柱化等震災対策、未就
学児の交通安全確保に必要な歩道整備等の推進

CSF(豚熱)や国内外の価格・品質競争に対応した養豚技術の研究開発拠点整備

全ての県⽴⾼校・特別⽀援学校の校内無線LAN整備

※会計間の重複を控除しているため、各会計の合算額と一致しない。

被災により不通となったしなの鉄道、上⽥電鉄のバス代替輸送費用⽀援
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《インフラの復旧等》

河川・道路、農地等の復旧　　176億6338万9千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(債務負担行為   49億2000万円 )
（千円）

鉄道会社の災害対応支援　　6902万5千円 <企画振興部>

《農業者への支援》

農地・農業用施設の復旧支援　　101億137万2千円 <農政部>

農業用機械等の復旧支援　　9億9382万円 <農政部>

営農の再開支援　　50万5千円 <農政部>

《児童生徒の就学支援》

児童生徒の就学支援　　2154万1千円 <教育委員会>

436,517 
県民文化部
健康福祉部

河川や道路の復旧 7,125,500 建設部

農地・農業用施設の復旧支援 10,101,372 農政部

保育所、高齢者・障がい者福祉施設等社会福祉施設の復旧支援

実施内容 予算額 所管部局

　保管中の米に浸水被害があった稲作農家の営農再開を市町村と協調して支援

　　・補助率　10/10以内

　被災した園芸施設や農業用機械等の復旧を市町村と協調して支援

　　・補助対象経費　学用品費、学校給食費、医療費

　　・事業主体　市町村

　　・事業主体　市町村、学校組合

　被災により就学が困難となった児童生徒の学用品費等を助成

　　・補助対象者　　経済的理由により就学困難となった被災児童生徒

　　※「道路・河川、農地等の復旧」の一部を再掲

（新）

　　・補助対象経費　ゴミ・がれきの撤去、種苗購入等営農再開・準備費用
　　・補助対象者　　保管していた米に浸水被害を受けた稲作農家

　　・事業主体　市町村

（新）

　被災により不通となった鉄道運行区間の代替輸送に要する経費を支援

　　・補助対象者　　しなの鉄道(株)、上田電鉄(株)
　　・補助対象経費　バスによる代替運行費用

　被災した農地・農業用施設の復旧を支援

　　・補助対象者　　市町村
　　・補助対象経費　農地、頭首工、水路、揚排水機場、農道等の復旧費用
　　・補助率　被害状況、事業規模により国が定める率

　　・補助対象者　　市町村から被災証明を受けた農業者
　　・補助対象経費　園芸施設、農業用機械等の復旧費用
　　・補助率　園芸施設 6/10以内、農業用機械等 9/10以内

　　・補助率　2/3以内

命を守る県づくり

台風第19号災害への対応
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私立学校児童生徒の授業料軽減支援　　1087万6千円 <県民文化部>

《その他》

生活福祉資金貸付けの支援　　165万円 <健康福祉部>

《道路・河川等》

道路、河川等の整備　　146億2241万8千円 <農政部・林務部・建設部>

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(債務負担行為   3億2500万円 )

流域下水道施設の耐水性強化　　1500万円 <環境部>

地籍調査の促進　　5598万8千円 <農政部>

　〔調査済面積:144.4km
2
（令和２年度）〕

《医療・社会福祉施設》

医療施設の防災力強化　　3622万7千円 <健康福祉部>

社会福祉施設の防災力強化等　　3億9280万6千円 <健康福祉部>

　災害時の迅速な復旧に備えて市町村が行う地籍調査を支援

　　・補助率　0.33以内

　　・無電柱化や道路・林道の崩落対策、農業用ため池の補強等による震災対策
　　・河川改修や砂防・治山施設の設置など水害・土砂災害対策の強化

　　・歩道整備などによる未就学児の交通安全確保

　　・補助対象者　　医療機関

　　・補助対象経費　高齢者福祉施設や障がい者（児）施設への非常用自家発電設備や
　　　　　　　　　　給水設備の設置費用等

　　・補助率　10/10以内

　　・事業主体　　県内の私立小・中・中等・高等・専修・各種学校設置者

　　・補助対象経費　地籍調査費用

　　・支援対象者　経済的理由により就学困難となった被災児童生徒

　私立学校に通う被災児童生徒の授業料等減免を支援

　流域下水道処理施設の耐水性強化に必要な調査を実施

　　・補助対象経費　学校が減免した授業料等相当額

　　・補助対象者　　市町村

　　・補助率　3/4以内

　　・対象施設　諏訪湖、千曲川（上流）、犀川安曇野　各流域下水道終末処理場

　災害時の医療施設の機能維持に必要な非常用自家発電設備整備を支援

　　・補助対象経費　へき地医療拠点病院の非常用自家発電設備の整備費用

　台風第19号災害の教訓を活かした防災・減災対策により災害に強い県土づくりを推進

　高齢者福祉施設等の防災力強化を支援

　　・補助対象者　　社会福祉法人等

　　・補助率　3/4以内

　　・補助対象経費　生活福祉資金の貸付相談・受付事務費用
　　・補助率　10/10以内

　県社会福祉協議会による被災者への生活福祉資金貸付けを支援

　　・補助対象者　　県社会福祉協議会

防災・減災対策等の推進
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県立学校への無線LAN整備　　30億3000万円 <教育委員会>

三次元デジタル生産技術を活用した製造業の研究開発支援　　11億2449万円 <産業労働部>

　〔三次元デジタル生産技術を活用した製品等の新規開発企業数:30企業（令和６年度）〕

養豚技術の研究開発支援　　5億6357万9千円 <農政部>

CSF（豚熱）感染防止の推進　　1億3000万円 <農政部>

畜産の収益性向上　　1億4666万2千円 <農政部>

　〔畜産農家（乳用牛）１戸当たりの飼養頭数:49頭（令和２年度）〕

意欲ある農業の担い手育成　　2億4855万4千円 <農政部>

　〔中核的経営体数:9,707（平成30年度）→10,000（令和４年度）〕

　　・補助対象経費　簡易更衣室、飲水消毒装置等飼養衛生管理設備の整備費用

　　・補助対象経費　トラクター等農業用機械やパイプハウス等施設の整備費用

　　・整備箇所　全ての県立高校82校（83拠点）、特別支援学校18校

　校内のどこでもICTを活用した学習ができるよう県立学校内無線LANを整備

　養豚農場のバイオセキュリティレベルの向上を支援

　　・整備内容　共同研究棟の新設、試験機器の整備等

（新）

（新）

　CSF（豚熱）などの重要病害リスクや国内外の価格・品質競争に対応した養豚技術の研究
開発拠点を整備

　　・整備箇所　畜産試験場（塩尻市）
　　・整備内容　畜舎の新築、消毒ゲートの改修等
　〔普及技術の開発:３件/年（令和４年度）〕　〔農家の母豚一頭当たり年間出荷頭数:25頭（令和４年度）〕

　　・事業主体　農業者団体等

（新）

　　・補助対象者　　農業者
　　・事業主体　市町村

　　・補助率　1/2以内

　三次元デジタル生産技術を活用した医療機器等の部品の最適設計や迅速な試作、評価を一
貫して支援する研究開発支援拠点を整備

　　・整備箇所　工業技術総合センター材料技術部門（長野市）

　地域ぐるみの畜産の収益性向上を支援

　　・補助対象者　　畜産クラスター協議会

　　・補助率　1/2以内

　　・支援対象者　　養豚農場

　　・補助率　1/2以内

　農業の経営規模拡大や経営コスト縮減を支援

　　・補助対象経費　家畜飼養管理施設等の整備費用

（新）

時代の変化に即応した産業政策

将来世代を応援する県づくり

製 造 業

農 業
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農業基盤の整備　　4億4049万9千円 <農政部>

林業のコスト低減・労働安全性の向上　　2692万9千円 <林務部>

　〔素材（木材）生産量:540千m
3
（平成30年度）→800千m

3
（令和４年度）〕

木材の安定供給　　2104万円 <林務部>

　〔林内路網密度:20.8ｍ/ha（平成30年度）→21.2ｍ/ha（令和２年度）〕

林業基盤の整備　　3億2747万2千円 <林務部>

　　・補助率　1/2以内
　　・補助対象経費　高性能林業機械の整備費用

　農地の大区画化や畑地かんがい施設等の更新により農産物生産のコスト削減や収益性向上
を実現

　県営林道の開設や市町村営林道等の整備支援により県産材の効率・安定供給を推進

　　・補助対象経費　森林整備・間伐材搬出用作業道開設等費用

　市場や製材工場への木材の安定供給を支援

　　・補助対象者　　市町村、森林組合等

　　・補助率　10/10以内

　林業・木材産業の体質強化や素材生産作業の効率化を支援

　　・補助対象者　　森林組合、民間事業者等

林 業
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